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島農業前進の軌跡と要因
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嬰約
日本における半島地域は，今日，国土の9.8%，総人口の3.8%を占める。また，第l次産業の割合が
比較的高く，農漁業地域という特椴をもっO なかでもとくに重要なのは，半島地域が，会関においては
農業組生産額のシェアを7.9%(1968年)から， 8.8% (1978年)， 9.5% (88年)， 10.4% (98年)へと拡
大し，九州、lにおいても，間期間， 19.5%から， 23.0%， 24.2%， 25.9%へと着実に拡大し，農業の展開
を図っている農業前進地域であるということである。なお，シェア拡大寄与部門は，全鴎・九ナト!ともに
果実，工芸作物，畜産である。こうして，半島地域は，農業のさらなる畏開の百]ー能性を秘めた地域とし
て注目される。
Summary 
Peninsula occupies 9.8% of the nationalland， and 3.8% of the population in Japan. Agriculture 
and fishery are prosperous in the peninsula. The share of the peninsula of the total agricultural out-
put was 7.8% at 1968 and 8.8% at 1978 and 9.5% at 1988.But it increased to 10.4% at 1998. In Ky-
ushu， similarly it increased from 19.5% to 25.9%， because Fruits， industr泊1crops， and livestock 
carried out the important role. Therefore peninsula is paid attention as a desirable agricultural region 
now. 
1 
1. 1"海浜合地Jとはどこか?
一一一「海浜台地農業論J序説一一
本研究センターの研究対象地域である「海浜台
地」とは「海辺の台地Jといった意味内容を示す。
しかし，この用語はまだ市民権を得ていないし，
その具体的な内容や存夜形態もいまだ不明のまま
である。そこで，本稿では， 1"海浜台地Jとは一
体どこなのかという疑問への一次的アプローチと
して，海浜台地の具体的で典型的な存在形態とし
て半島地域を挙げることができるのではないかと
考える。その根拠は次のようになる。すなわち，
端的に示されているように，海面より一定の高さ
を有する地形である。リアス式海岸は，その典型
的なものである。また，海に囲まれ，i毎から近い
ため，その標高はー殻的に内陸部の擦高より低い。
そして，半島内にたとえ山間部が存在しでも，そ
の山関部は規模は小さく，全体としてみると台地
ないし丘陵地を形成している場合が多いと考えら
れる。
とは， r珪地の沈降の場合でも，逆に海面の上
昇の場合でも，いずれにおいても，海に没せずに
器地としてとどまった地形であるという形成史に
以上の考察から，大小の 1)アス式海岸を羅する
ような半島地形が，海浜台地の具体的で、典型的な
存在形態であると考える。とするならば，次に，
では一体わが留において半島地域の位覆は，如何
なる実態、にあるのかが問題となる。
そこで，本稿は，日本における半島地域の位置
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づけについて，とくに半島地域における農業の特
f散と推移について，計数的なアプローチを行い，
これまで「海と台地Jにおいて報告してきた多く
の具体的な半島地域農業論(各論)に改めて全体
的位霞づけを与えることを課題とする。これまで
のものは「海浜台地農業論Jの各論であり，本稿
が序章ないし序説となる。そして，これらの両者
をもって， i権浜台地農業論jとして，本研究セ
ンターでの研究成果の集大成として世に間いたい。
2.半島地域の統計的把握方法
一一半島掠興法指定23地域374制 7村…ー
半島は，日本地図上に多く存在し，地理的存在
としては分かりやすいし，親しみやすい。ところ
が，TI1[接的に半島に関するデータを示す統計数値
は，残念ながら存在しない。そこで，本稿では，
半島を示す統計的な第 l次的アプローチとして，
半島振興法 (1985年施行)で指定された地域を対
象とするという方法を採用する。図 1は，この法
律によって1988年に指定された全国の23地域を示
す。この23地域には1998年現在374市町村が含ま
れている。もちろん地理学的には，この閣に示さ
れたもの以外にも少なからずの半島が存在するこ
とはいうまでもない。しかし，本稿の目的は条件
不利地域問題であるから，全ての半島ではなく条
件不利な半島を問題とすればよい。もし条件良女子
な半島があったとしたら，当然そのような半島に
は条件不利地域問題は存在しないわけだから，こ
のような半島は対象外となる。それに対し，これ
らのお地域の半島は実捺何らかの条件不利性をか
かえているために目下この法律の指定を受けてい
るわけだから，このような指定地域こそまさに条
件不利な半島地域にほかならないとみることがで
表1 半島地域の位置
面積 人口(子人)
(knl) 
1995 1990 1995 
全国 A 377，829 123，611 125，570 
半島 B 36，895 4，915 4，824 
半島の占める割合 B/A 9.8 4.0 3.8 
きる。したがって，条件不利地域研究の lつとし
ての半島地域研究においてこれら23地域を対象と
することは極めて現実的妥当性を有するものと考
えられる(註 1)。
ところで，閣からも分かるように， 23地域の中
には，江能倉橋島(広島県)，室津大島(山口県)， 
北松浦地域(佐賀県・長崎県)，宇土天草(熊本
県)のように，少なからずの島l槙が含まれている。
この点の意味については(終章において研究展望
に関連して再度言及するが)，半島地域と鳥興地
域は極めて共通した地域であり，地域問題として
は半島問題と島興問題は共通する範障の問題とし
て，いわば半島・島i興地域問題として論じられる
べきであること，すなわち，半島地域研究のみな
らず島興地域研究があってはじめて類似地域研究
の深化および普遍化が可能となること，換言すれ
ば，半島地域問題の研究の次に島興地域問題の研
究が位置づけられなければならないことを意味し
ている。
3.半島地域の位置
一一圏土の9.8%，人口の3.8%一一
上記半島地域は，表?のように，国土総面積の
9.8%，総人口の3.8%，第 1次産業就業者総数の
11%を占めており，これらの数字には近年そう大
きな変化は見られない(註2)。
一方，表2によると，全国的には第l次産業就
業者比率が縮小し， 1995年には6.2%にまで低下
したのに対し，半島地域では縮小傾向を示しなが
らも， 95年でもまだ17.5%を保持し，半島地域が
国内において第 1次産業の割合が比較的高い地域，
すなわち農漁業の色彩の濃い地域であることが分
かる。
第l次産業就業者数(人)
1999 1960 1985 1990 1995 
125，860 14，345，900 5，412，193 4，391，281 3，819，849 
4，835 1，533，702 597，805 487，299 420，663 
3.8 10.7 11. 0 11.1 11. 0 
資料:[翠土庁半島振興室 1日本の半島23J2000年版， P .30，その他同室長資料。
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半島一覧
地図
地域名 所在道府県名
市町 面積
番号 村数 (krl) 
① 渡島 北海道 25 6，076 
② 積丹 北海道 8 1，341 
③ 津軽 青森 17 1，398 
④ 下北 青森 12 2，083 
⑤ 男鹿 秋田 5 491 
@ 南房総 千葉 18 1，189 
⑦ 能登 石川・富山 25 2，403 
⑤ 伊豆中南部 静岡 12 984 
⑨ 紀伊 三重・奈良・和歌山 96 10，037 
⑬ 丹後 京都 11 840 
⑪ 島根 島根 6 326 
⑫ 江能倉橋島 広島 6 174 
⑬ 室津大島 山口 8 347 
⑭ 佐田岬 愛媛 6 269 
⑮ 幡多 高知 6 1，238 
⑬ 東松浦 佐賀 5 255 
⑪ 北松浦 長崎・佐賀 12 773 
⑬ 島原 長崎 18 482 
⑬ 西彼杵 長崎 7 371 
@ 宇土天草 熊本 17 1，006 
@ 国東 大分 11 877 
@ 大隅 鹿児島 22 2，538 
@ 薩摩 鹿児島 21 1，400 
言十 23地域 21道府県 374 36，895 
付表
註:1995年データ。
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図1 日本における半島地域
資料:国土庁半島振興室 『日本の半島23J2000年版， pp.30~31。
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表2 半島地域における第1次産業就業者比率の推移
就業者総数 第1次産業 比率 全居比率
A 就業者数B お/A (参考)
1960 2，773，000 1，533，702 55.3 32.8 
85 2，445，014 597，805 24.4 9.3 
90 2，397，725 487，299 20.3 7.1 
95 2，408，217 420，663 17.5 6.2 
資料:国土庁半島振興室資料 (2∞0年)。
(註 1)23地域のなかで紀伊地域には手[珂J:UJ市を除いた和歌山
系金城が含まれるなど，他の地域との相違が見られ，たし
かに紀伊地域だけ特別に「広すぎるJとも考えられるが，
ほかに指定を受けていない半島も平子在することを考慮する
と会図的にはプラス・マイナスの結果，現実的妥当性をt寺
っとも考えられる。
(註2)日本の半お23j国土庁半島振興室長， 2000年版より。
原資料は建設省「全国都道府県市凶町村別国筏調J，総務
IT I関勢調査j。
4.半島地域農業の前進
(1 )全国
一一一農業組生産額の10%一一一
表 3は上記の全国の半島地域23地域374市町村
の農業糧生産額の内容とその推移を算出・掲示し
たものである。表から，興味ある諸点が読みとれ
る。
まず， における農業粗生産額総額の対全国
シェアをみてみる o 1960年から68年にかけては
8.2%から7.9%へと若干減少している。これは，
この間，全国的には関田ブームによる水田面積の
増加と米作増産運動による米反収増加によって米
生産が強化され米の増産が図られたのに対し，半
島地域の水田は急傾斜・面積狭小・水不足のため，
開田や米増産は困難で、あったことによるものと考
えられる。事実，この需，半島地域の米の粗生産
額シェアは6.1%から5.8%に減少している。
ところが，それ以降に変化が認められる。
地域の農業粗生産額シェアは， 68年の7.9%から
78年の8.8%，88年の9.5%，98年の10.4%へと
に増加しているからである。その基本的な要簡
として， 60年代後半の米過剰に対する70年以降の
米生産調整政策の実施と，高度経済成長下での野
菜・果実・畜産物の需要の増加とそれらの生産に
おける半島地域の比較鐙位性の存在，さらには半
島地域における農地造成・農業水利事業の実施を
挙げることができょう。
そこで次に，このような半島地域農業の前進に
した部門は{可かについてみていきたい。ただ，
日本の半島は北海道(積丹半島など)から鹿児島
県(大隅・薩摩半島)に至るまで東部・南北に長
く広く存在するため，気候風土の多様な違いに規
定されて，そこにおける農業の内容も多様な在り
方を示している。したがって，これら多様な
地域の農業の全体像を一律的に判断し整理するこ
とは不可能であり，多方面からの多様な接近方法
が求められるが，そのような体系的な考察は他日
を期し，本稿では全体に共通する下記のような一
定の傾向を確認することにとどめざるを得ない。
第 1に半島地域では農業生産全体に占める米生
産の割合(構成比)がかなり低い。 1998年には2
割(全屈は25%)を切っている。これは半高地域
はリアス式海岸等に象鍛されるように丘綾地が多
くよヒ較的平坦な平野部の形成が限られているため
に，水田の面積が狭小で，また概田等が多く立地
条件も悪いためと考えられる。こうして半島地域
は水田稲作の条件不利地域となり，その結果，全
における未生産シェアも7.5%(98年)にすぎ
ない。
第2に，それに対し，半島地域では，野菜，果
実，花き，工芸作物の伸長が認められる。果実と
花きはこの間全国的にも増加したが，半島地域の
それらは全国平均以上の伸びを示し，構成比と
シェアを拡大した。また工芸作物は全国的には減
少したが，半高地域では88~98年に増加したため，
構成辻とシェア，特にシェアの拡大が目立つ。半
島地域での野菜の構成比は全国より低いが，この
間粗生産額を全国平均以上に伸ばしたため，構成
よととシェア，特に構成比の拡大が認められる。
以 L 全国の多様な半島地域をひっくるめての
概観からではあるが，最近の88~89年には全国的
には農業粗生産額が減少するなかで，半島地域は
それぞれの地域の多様な立地諸条件の特徴を活か
しつつ，野菜，果実，花き，工芸作物を持ばしつ
つ，上記のように，半島地域全体として農業粗生
産額の絶対額を増加させ， したがって対全国シェ
アを伸ばしてきていることを石義吉立することカすでき
る。
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表3 半島地域の農業組生産額の構成とシェアの推移
米 いも類
~ 全[J 184，596 88，520 
数 半島 15，077 6，451 
1960 会図 100，0 48，0 
)必
lt 半島 100，0 42，8 
三i土烏シェア 8.2 7.3 
~ 全額 426，789 194，212 9，138 
数 司王j主 33，756 13，671 1，440 
1968 構成 全悶 1∞.0 45.5 2.2 
上ヒ 半島 100.0 40.5 4.3 
三ド烏シェア 7.9 7.0 15.8 
実 全国 1， 036， 702367，812 21， 019 
数 ニドjる 91，427 27，301 3，803 
1978 
構成よヒ
会l濁 lω.0 35.5 2.0 
半島 i∞.0 29.9 4.2 
三|斗込シェア 8.8 7.4 18.1 
cプtrミL 全国 1， 046，356 295，219 24，615 
数 三ló~ミ 99，610 22，442 4，354 
1988 f成誌 全国 l∞.0 28.2 2.4 
lt 半島 1∞.0 22.5 4.4 
三ドぬシェア 9.5 7.6 17.7 
会図 986，800 245，590 24，5∞ 
数 三|土烏 102，387 18，513 4，338 
1998 
構成よと
全国 100.0 24.9 2.5 
司王jお 100.0 18.1 4.2 
"1三jるシェア 10.4 7.5 17.7 
手ミ 全!翠 ム59，56 ム49，629 ム115
8 数 三|jお 2，777 ム3，929 ム16
98 会関 ム3.3 0.1 
増減 比成 三|士お ム4.4 ム0.2
半島シェア 0.9 ム0.1
半島の88-98 100.0 ム141.5 0.6 
ti減寄与率
資料:農林水蔵省 r(生産)農業所得統計j。
設 1 ムはマイナス。 ZE摘は項目なし。
野菜 来~
15，344 10，624 
1，045 1， 821 
8，3 5，8 
6，9 12.1 
6.8 17.1 
50，443 24，500 
3，584 3，958 
11. 8 5.8 
10.6 11.7 
7.1 16.2 
154，916 74，290 
10，466 13，168 
14.9 7.2 
11. 4 14.4 
6.8 17.7 
215，190 72，571 
15，237 13，752 
20.6 6.9 
15.3 13.8 
7.1 18.9 
249，6ω 89，240 
18，939 18，620 
25.3 9.0 
18.5 18.2 
7.6 20.9 
34，500 16，669 
3，702 4，868 
4.7 2.1 
3.2 4.4 
0.5 2.0 
133.3 175.3 
設 2: 1960， 68年の全悶データにはi中縄県が含まれていない。
第3に，吾産部門の粗生産額は， 1988~98年に
は全国的にも半島地域においても共に減少し，ま
たその構成比も全国・半島ともに縮小したが，た
花き
75む
112 
0，4 
0.7 
14.9 
2，737 
304 
0.6 
0.9 
11.1 
14，046 
1，356 
1.4 
1.5 
9.7 
28，822 
3，061 
2.8 
3.1 
10.6 
48，010 
5，409 
4.9 
5.3 
11. 3 
19，188 
2，348 
2.1 
2.2 
0.7 
84.6 
単位:1000万円， 96
工 3士" 蕊 E主
作物 小言f 肉用LI二 :rLIfl守二 1I享 J1~ ~担 ブロイラー
8，179 26，866 
804 2，176 
4，4 14，6 
5.3 14.4 
9.8 8.1 
19，286 95，253 9，024 23，591 28，110 25，860 7，142 
1，853 7，298 1， 227 1， 592 2，057 1，747 625 
4.5 22.3 2.1 5.5 6.6 6.1 1.7 
5.5 21. 6 3.6 4.7 6.1 5.2 1.9 
9.6 7.7 6.7 7.3 6.8 8.7 
52，107 293，067 35，977 7，690 97，ω2 45，395 32，644 
4，446 27，368 4，553 4，853 9，011 ，1，371 4， II 
5.0 28.3 3.5 9.4 4，4 3.1 
4.9 29.9 5.0 5.3 9.9 4.8 4.5 
8.5 9.3 12.7 6.2 9.3 9.6 12.6 
2，378 305，366 57，102 90，148 74，622 36，608 40，158 
3，593 32，999 7，241 5，935 10，106 3，889 5，621 
4.1 29.2 :J.:J 8.6 7.1 3.5 3.8 
3.6 33.1 7.3 6.0 10.1 3.9 5.6 
8.5 10.8 12.7 6.6 13.5 10.6 14.0 
35，440 255，430 46，700 78，4ω 52，540 38，580 32，760 
3，996 29，074 6，748 4，834 8，278 3，491 4，191 
3.6 25.9 4.7 7.9 5.3 3.9 3.3 
3.9 28.4 6.6 4.7 8.1 3.4 4.1 
11. 3 1.4 14.4 6.2 15.8 9.0 12.8 
ム6，938ム49，936ム10，402 ム11，748 ム2，082 1，972 ム7，398
403 ム3，925 ム493 ム1，101 ム1，828 ム398 ム1，430
ム0.5 ム3.3 ム0.8 ム0.7 ム1.8 0.4 ム0.5
0.3 ム4.7 ム0.7 ム1.3 ム2.0 ム0.5 ム1.5
2.8 0.6 1.7 ム0.4 2.3 ム1.6 ム1.2
14.5 ム141.4 ム17.8 ム39.7 ム65.8 ム14.3 ム51.5 
だ半島地域の占めるシェアは増加傾向を示し，半
島地域が畜産立地における比較優位地域であるこ
とが推測される。
6 小林恒夫
(2)九州
一一一土地頭積の2割弱，人間の1割強，農業
粗生産額の25%一一
上記のように全国の半島地域は多様な地域性を
もつため，一律的な考察が不可能で、あることを述
べたが，九州を対象とすれば比較的地域性の共通
性が見られるため，ここにおける動向を考察し，
半島地域の農業の前進的動向の普遍性にアプロー
チしたい。
そこで，九州の半島地域，すなわち半島振興法
指定8地域の113市町村のデータを算出し表5に
整理した。
なお，その前に表4から，九州では半島地域が
総土地面積の2割弱，総人口の 1割強を占め，と
もに全国レベルの2倍弱の実態となっていること
が確認できる。
さて表5から，九州、iにおける半島地域の農業の
動向は上述の全閣の場合と基本的に同様であるこ
とが確認される。
まず，農業粗生産額シェアの動向であるが，
1660~68年には，九州でも半島のシェアが20.7%
から19.5%へと若干減少している。その要因は上
述の全国の場合と同様で、あると判掛されるため，
省略する。
次いで、， 1970年代以降，九州でも半島地域の農
業粗生産額シェアは， 68年の19.5%から78年の
表4 九州における半島地域の位置
土地面積 人口
(財) (千人)
東松浦 255 112 
北松浦 773 173 
鳥原 482 172 
商彼杵 371 69 
宇土天草 1，006 206 
居東 877 121 
大隅 2，538 322 
隆摩 1，400 290 
半島言tA 7，702 1，465 
九州言tB 39，893 13，452 
対九州シェアA/B 19.3 10.9 
資料:I表土庁『日本の半島23J(2000年)， r佐賀県統計年鐙
(平成10年版)J。
原資料:I平成7年国勢調査J，建設省「平成9年全毘都道府
県市区町村別面積調J.総務庁「平成9年10月l日現
在推計人口J。
詮 1 半島地域のデー タは平成7年，九州計は平成9年。
註2:沖縄県は含まれていない。
23.0%， 88年の24.2%へ，そして98年の25.9%へ
と確実に拡大してきている。上昇率はむしろ全国
より高い。
こうして，九州においても半島地域の農業は確
実に前進していることが確認できょう。
ところで，以上のような農業の前進を担った部
門は，いも類，野菜，果実，花き，そして工芸作
物である。この間，野菜と果実は，九州全体でも
粗生産額を伸ばしたが，半島地域の伸びはそれを
上回っていたため，半島地域でのそれらの構成比
とシェアは高まった。花きは九州、l全体・半島地域
ともに粗生産額が増加し，構成比も共に高まった
が， 88~98年の粗生産額増加のテンポは九州全体
のほうが半島地域よりも高かったため，この10年
間では半島地域のシェアは微減した。他方，
作物の粗生産額は九州全体ではかなり減少し構成
比も微減したが，半島地域では88~98年に盛り返
したため，この簡は構成比は微増し，シェアは8%
強も拡大した。 8%は部門内最高の値である。同
様に，いも類も， 88~98年は，九州全体では微減
したのに対し，半島地域では微増した結果，その
シェアを60%台に高め，半島地域がいも類主産地
となっている点を裏付けている。
もう lつ，畜産の動向であるが，九州でも全国
と間様， 1978年に比べ88年には増加した粗生産額
が， 98年には全体・半島とも減少し，構成比も鶏
卵以外の各事種とも縮小したが，シェアは逆に各
畜麓とも軒並み増加し，奇麗不況の中でも，畜産
の半島地域への立地集中傾向が続いているとみる
ことができる。なかでも，とくに肉用牛と鶏卵は
半島地域への集中傾向が強い。
こうして，九州では，いも類の 6割，工芸作物
(葉タバコとお茶)と畜産(肉用牛，豚，鶏卵)の3
割以上が半島地域で産出されている実態にある。
5.総括と展望
以上の農業粗生産額の動向から，総じて，わが
国の半島地域における農業は着実に前進し，その
シェアを高めてきていることが確認された。ここ
には，条件不利地域とはいえ，半島地域では多様
で豊富な資源を活かした農業展開の存在が暗示さ
れ， したがって農業展開において半島地域は将来
への発展の可能性を秘めた地域として注目に値す
ることが判明した。
半島農業前進の軌跡と婆悶 7 
図2は全国および九州の半島地域の農業粗生産
額シェアの推移を示したものである。
最後に一言述べておくと，すでに本文中でも述
べたが，全屈の半島地域23地域の中にはかなりの
数の高l興地域も含まれており， r三方を海に閤ま
れたJ半島地域と「四方を海に囲まれたj島l興地
域が共通点をもつことから，半島地域研究は鳥l興
地域研究へと対象を拡大し，半島=烏l興地域研究
として発展させていかなければならない。
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国2 半島地域における農業組生産額シェアの推移
資料.農林水産省 r(生産)農業所得統計j。
表5 九州の半島地域における農業粗生産額の構成とシェアの推移 単位:1000万円，%
工芸 音 E主
計 米 いも類 野菜 果実 ;{E き
作物 小言↑ 肉fWド 手Lf話牛 1事 鶏卵 ブロイラー
実 九州 25，692 1，328 1， 712 1，208 71 1，741 4，020 
数 半島 5，331 1，744 320 249 12 525 1， 029 
1960 
構比成
九ナ"1 100.0 44.1 6.7 4.7 0.3 6.8 15.6 
半島 100.0 32.7 6.0 4.7 0.2 9.8 19.3 
半島シェア 20.7 15.4 18.7 20.6 17.1 30.2 25.6 
実 九州 59.362 23，920 2，343 5，752 4，175 262 4，872 13，418 3，211 1， 892 3，454 3，607 1， 169 
数 半島 1，552 3，319 1，036 1，064 944 48 1，280 3，155 956 402 990 574 210 
1968 
1上成非ヒ
九州 100.0 40.3 4.0 9.7 7.0 0.4 8.2 22.6 5.4 3.2 5.8 6.1 2.0 
半島 100.0 28.7 9.0 9.2 8.2 0.4 11.1 27.3 8.3 3.5 8.6 5.0 1.8 
半島シェア 19.5 13.9 44.2 18.5 22.6 18.1 26.3 23.5 29.8 21. 2 28.7 15.9 18.0 
実 九州 167，738 4，996 4，734 20，564 13，961 1，898 13，922 57，159 12，277 6，974 18，813 7，674 1，156 
数 半島 38，529 6，592 2，895 4，131 3，652 308 3，235 15，981 3，636 1， 226 6，055 2，229 2，789 
1978 
構比成
九州 100.0 26.8 2.8 12.3 8.3 1.1 8.3 34.1 7.3 4.2 11. 2 4.6 6.7 
半島 l∞.0 17.1 7.5 10.7 9.5 0.8 8.4 41. 5 9.4 3.2 15.7 5.8 7.2 
半島シェア 23.0 14.6 61.1 20.1 26.2 16.2 23.2 28.0 29.6 17.6 32.2 29.0 25.0 
実 九ナH188，450 37，223 5，667 32，921 13，550 4，375 12，045 70，601 19，027 9，215 17，941 6，629 17，403 
数 半島 45，616 5，688 3，31 6，309 3，694 1，066 2，673 20，898 5，786 1，622 
6，99.7 5 1，909 4，488 
1988 
構成比
九州 100.0 19.8 3.0 17.5 7.2 2.3 6.4 37.5 10.1 4.9 3.5 9.2 
半島 100.0 12.5 7.3 13.8 8.1 2.3 5.9 45.8 12.7 3.6 15.3 4.2 9.8 
半島シェア 24.2 15.3 58.4 19.2 27.3 24.4 22.2 29.6 30.4 17.6 39.0 28.8 25.8 
実 九州 182，920 29.140 5，570 43，490 16，820 8，790 10，800 60，590 17，450 8，080 15，550 6，480 12，680 
数 半島 47，306 4，416 3，357 8，962 4，679 1，979 3，248 19，140 5，696 1，448 6，19 2，222 3，524 
1998 
構成比
九州 100.0 15.9 3.0 23.8 9.2 4.8 5.9 33.1 9.5 4.4 8.5 3.5 6.9 
半島 100.0 9.3 7.1 18.9 9.9 4.2 6.9 40.5 12.0 3.1 13.1 4.6 7.4 
半島シェア 25.9 15.2 60.3 20.6 27.8 22.5 30.1 31. 6 32.6 17.9 39.9 34.3 27.8 
笑 九州 ム5，530 ム8，083 ム97 10，569 3，270 4，415 ム1，245ム10，01 ム1，577 ム1，135ム2，391 ム149ム4，723
8 数 半島 1， 690 ム1，272 46 2，653 985 913 575 ム1，758 ム90 ム174 ム798 313 ム964
98 
構比成
九州 ム3.9 6.3 2.0 2.5 ム0.5 ム4.4 ム0.6 ム0.5 ム1.0 ム2.3
i減普
半島 ム3.2 ム0.2 5.1 1.8 1.9 1.0 ム5.3 ム0.7 ム0.5 ム2.2 ム0.4 ム2.4
半島シェア 1.7 ム0.1 1.9 1.4 0.5 ム1.9 7.9 2.0 2.2 0.3 0.9 5.5 2.0 
半島の88-98 100.0 ム75.3 2.8 157.0 58.3 54.1 34.1 ム104.0 ム5.3 ム10.3 ム47.2 18.5 57.0 
増減寄与率
資料:表3に同じ。
